美しい山河を守る
災害復旧基本方針
平成18 年6 月
「美しい山河を守る災害復旧基本方針」の改正にあたって
平成９年に、「河川環境の整備と保全」を河川管理の目的に位置付けた河川法の改正が行われ、すべての河川で多自然型川づくりを実施することとされた。
災害復旧事業は、現に災害を受けた施設を復旧するための事業であることから、通常の河川改修事業とは実施の考え方が異なる部分があり、種々の制約がある。しかし、コンクリートむき出しの護岸による復旧は、改正された河川法の趣旨から考えてみれば不適当であると言わざるを得ない。
そこで、平成10 年６月に、「美しい山河を守る災害復旧基本方針（以下「基本方針」という。）」を策定して河川環境の保全に配慮した災害復旧を実施することとし、そのための基本事項を示した。
以降、平成11 年５月には、改良復旧計画作成のための基本方針と、管理カルテによる事業のフォローアップの考え方を加え、次いで平成12 年７月には、事業の流れに沿って構成などの変更を加えた。
平成13 年６月には、河川生態系に関する基礎知識をまとめたほか、環境に対する護岸の効果等の充実を図り、平成14 年６月には、護岸工法に関する内容の充実を図るとともに、災害復旧事業の流れに沿って再構成を図った。
本改正にあたっては、「提言『多自然川づくりへの展開』について（平成18 年５月30 日）」の方向性を踏まえ、下記の課題を解消するため再編を行った。
①被災原因を十分に理解していない。
②標準横断による計画・施工。
③過剰な対策と思われる施工。
④規格品の安易な使用。
⑤計画・施工の配慮不足。
そこで、本書の基本的な考え方を改めて認識することを意図し、災害復旧工法の立案を支援する手引きとして利用できるよう全体に渡って再編集した。
主な改正点としては、
① 被災原因への対応及び従来の河川環境を復元・保全することが可能な工法を適切に選定し、必要最小限の対策とすることを改めて基本的な考え方として記述した。
② コンクリートブロックを選定する場合は、個々の箇所における河川環境の保全・復元の目的を明確にし、その上で最も適切と思われる工法を選定することを再認識することを意図して、「環境保全型ブロック」という呼称を使用しないこととした。
③ 災害復旧の多くを占める中小河川の河川等災害復旧事業（単災）を念頭に置き、現場技術者が使いやすい構成とするため、内容の重複を避け、主に以下を割愛することで冊子の簡素化を図った。
・ 改良復旧編については河道計画の要素が多分にあることから、現在運用されている「多自然型川づくりアドバイザー制度（平成17 年10 月25 日運用開始）」等を活用することとして、「基本方針」から除いた。
・ 追跡調査編についても同様に「多自然型川づくり実施状況調査・追跡調査要領」に基づき実施することとして、「基本方針」から除いた。
なお、川づくり全体の水準を向上させるため、護岸等の構造物の設計手法や事例集等について早急にとりまとめ、さらに充実を図っていくこととしている。
美しい山河を守る災害復旧基本方針 目次
1 はじめに------------------------------------------------------------ 1

2 災害復旧の基本的な考え方-------------------------------------------- 2

3 現地調査と復旧工法の選定-------------------------------------------- 9

3.1 河川特性の把握-------------------------------------------------- 10

3.2 被災原因の把握-------------------------------------------------- 11

3.3 復旧工法の考え方------------------------------------------------ 15

3.4 災害復旧箇所河川特性整理表（Ａ表）の作成------------------------ 17

4 護岸---------------------------------------------------------------- 19

4.1 護岸の構造------------------------------------------------------ 19

4.2 護岸構造選定の考え方-------------------------------------------- 20

4.3 設計流速算定表（Ｂ表）の作成------------------------------------ 24

4.4 法覆工---------------------------------------------------------- 26

(1) 法覆工の種類と特徴 -------------------------------------------- 26

(2) 法覆工選定の考え方 -------------------------------------------- 34

4.5 基礎工---------------------------------------------------------- 40

4.6 根固工---------------------------------------------------------- 41

(1) 根固工の種類と特徴 -------------------------------------------- 41

(2) 根固工選定の考え方 -------------------------------------------- 41

(3) 根固工設置に当たっての留意事項--------------------------------- 43

4.7 天端工・天端保護工・小口止め工・すり付け工等-------------------- 45

4.8 覆土・寄せ石---------------------------------------------------- 46

4.9 根継工---------------------------------------------------------- 47

5 水制---------------------------------------------------------------- 48

6 床止め-------------------------------------------------------------- 50

7 河畔林など---------------------------------------------------------- 51

8 施工およびフォローアップ-------------------------------------------- 52

8.1 施工時の留意点-------------------------------------------------- 52

8.2 施工上の工夫点-------------------------------------------------- 53

8.3 フォローアップ-------------------------------------------------- 55

9 復旧工法の総合チェック---------------------------------------------- 56

【巻末資料】
Ⅰ．設計流速の算定に関する参考資料 -------------------------------- Ⅰ- 1

Ⅱ．河川生態保全に関する参考資料------------------------------------ Ⅱ- 1

1. はじめに
災害復旧の実施にあたっては、以下の項目に留意して進めるものとする。
(1) 現地調査を十分行い、被災原因を究明する。
(2) 河道特性を踏まえ、被災原因に対応した必要最小限の復旧工法とする。
(3) 河川環境の保全・復元の目的を明らかにし、復旧工法を選定する。
《解 説》
1) 被災前あるいは近傍と同程度の生態系が形成される良好な河川環境の保全・復元が可能な復旧工法とする。
2) 河川特性を無視し、単に前後（上下流・対岸）施設にあわせただけの復旧工法の選定は行わない。
最近の工法申請実施状況を見ると、単に環境を頭に冠した製品を使用さえすれば、河川環境に配慮したことになると誤解している一面が見受けられる。
そこで今回の改定にあたっては、被災原因の対応はもとより、河川環境の保全・復元の目的を明らかにしたうえで最も適切と思われる工法を選定することが、本書の基本的な考え方であるということをあらためて認識することを意図し、災害復旧工法の立案を支援する手引きとして利用できるよう全体にわたって再編集した。
なお、今回の改定では災害復旧の多くを占める中小河川の河川等災害復旧事業（単災）を主な対象としたので、改良復旧等にあたっては、この「基本方針」の理念をもとに別途「多自然型川づくりアドバイザー制度」の活用等を含め、より河川環境の保全・復元に配慮された復旧が行われることを期待するものである。
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コンクリート護岸の事例　　　　　　　　　　　　　　河川環境が復元された事例
2. 災害復旧の基本的な考え方
河道特性を踏まえ、被災原因に対応した必要最小限の復旧工法を選定する。
《解 説》
1) 災害復旧は、被災した施設を「原形に復旧」することを原則とし、それが不可能な場合は、「従前の効用」を復旧するものである。
また、原形に復旧することが著しく困難又は不適当な場合において、これに代わる施設を復旧するものである。
2) 被災原因を十分調査し、被災原因に対応した必要最小限の復旧工法を選定する。
3) 河川が有している適応力・回復力を活用し、被災前に繁茂していた植物や生息していた魚類や昆虫などの生態系・生息環境が、復元できるよう復旧する。
・ 河川環境の保全は、人為的に擬似自然環境を作り出すものではない。すなわち新たに淵を掘ったり、植樹や種子の散布によって新たな植生を持ち込んだり、従前には生息していなかった特定の昆虫等を呼び込んだりすることを意図したものではない。
・ 魚が生息しているから魚巣ブロック、ホタルが生息しているからホタルブロックを用いるのではなく、それらの生態、生息環境を十分把握し、人工的な改変を極力少なくすることが大切である。（結果、災害復旧費用の縮減にも寄与できる）
・ 被災により失われた従前（原形）の河川環境が、早期に復元（復旧）できるよう工夫する。
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従前からあった瀬や淵を残すなど、環境を大きく改変しないことを基本とする。
《解 説》
1) 河川の形状は、流れが持つ侵食・運搬・堆積作用により常に変化し、自然に河川の形状の変化に合わせて自らの適応力・回復力によって形成されることから、従前に形成されていた状態を復旧に際しては十分考慮する。
2) 河川は魚類をはじめとする多種多様な生物の生息空間でもあり、被災原因を踏まえた上で自然が有している形状を残す。
また、断面を拡げる場合でも、極力全断面に手を入れるのではなく、必要最小限に留める配慮・工夫が必要である。
なお、やむを得ず河道内に手を入れる場合においても、従前からあった瀬や淵、みお筋、深掘れ等は、可能な限り保全・復元することを基本とする。
従前の形状を参考に設計する。
[image: image46.emf]
（樹木による影など光環境に留意する）
緩くできるところは緩くする
被災横断
河床は極力、現況を保全する
河道維持上問題のない石は残す
・ 河床の維持
・ 床掘、改変範囲が少なくなる
3) 低木性のヤナギなど水際の植物や河岸に自生している樹木についても、洪水時の影響等を検討し、極力残すことが望ましい。
4) 復旧工法の選択にあたっては、完成後の状況のみではなく、施工途中における河状の改変も極力小さくする工夫（仮設等）が必要である。
河川環境への影響を最小限にとどめるため、以下の事項に留意する。
・ 河床形状を改変する場合は、人為的な平坦化を避け、自然な形状の河床となるようにする
・ 水際線を単調化させない
・ 水際域はできるだけ固めないようにする
・ 河岸の法勾配は、画一的に決めない
《解 説》
1) 瀬や淵のない平坦な河床は、水深の浅い流れで水生生物の生育環境に悪影響を与え、寄州等の堆積域ができにくいため植生が発達しにくい。河床や水際の固定化を最小限にとどめれば変化に富む水際を伴うみお筋や河原が形成され、蛇行などによって瀬や淵など多様な流れが形成される。
2) 水際域は、土壌の水分、日光の照度、温度、湿度などが、比較的限られた空間の中で大きく変化するため、そこに育つ植物や動物の種類が多様になり、生物の活発な営みがある。したがって、水際域は良好な形状を保全するように努めるとともに、できるだけ固めないようにし、河岸の根を保護する場合には覆土を行ったり、空隙や透水性を有する寄せ石等を行い、水際の安定化を図る。
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3) 河岸勾配は画一的に決めるのではなく、河川の特性を考慮しつつ、横断方向の連続性を確保し、変化させることが望ましい。
4) 河川の周辺状況により拡幅のできない場所で法勾配を無理に緩くした場合、河川の自由度を奪い、水際の多様性を失うことがある。そのような場合には法面を緩やかにするよりも「もともとの川」や近傍の類似した良好な環境の河川を参考にして低水路をつくることにより、水際域の多様性を確保する。
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被災箇所や近傍から入手できる木や石などの自然素材の活用を図る。
また現場で発生したコンクリート塊は再利用することを基本とする。
《解 説》
1) 被災箇所や近傍から入手できる木や石などの素材の活用や、被災した護岸コンクリート塊は再利用することを基本とし、地球環境の保全に配慮するとともに、コスト縮減もあわせて図る。
2) 自然の素材を活用する場合でも、河床材料が砂礫の場所に他所から運搬した巨石積護岸を施工するようなことは、その場所にふさわしい構造物とは言い難く好ましいものではない。従前の状況を大きく改変するような復旧は避ける。
3) 被災護岸が石積工、石張工などの場合は、在材を有効利用し、原形で復旧することが望ましい。ただし、不足材料を工事箇所周辺の河床材料等で補う場合、過度の河床の玉石等の採取は、河床の細粒化を招き、出水時に河床低下が生じるおそれがあることや、水生生物の生息・生育環境を悪化させるため、避けるべきである。
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4) 自然石系の護岸を使用する場合、多孔質空間の創出による河川環境の保全という意味から、治水等安全上の問題のない限り空積（張）護岸とするのが望ましい。自然の素材を活用しても、コンクリートで固めてしまっては、その意義が低下する。
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コンクリートブロックなどの人工素材を使用する場合には、適用箇所の河川特性を十分把握し、目的に合った機能を有する工法を選定する。
《解 説》
1) 自然素材が入手しにくかったり、想定される外力が大きすぎたりして自然素材の適用が難しい場合は、保全したい河川環境や適用箇所の河川特性に適合できるコンクリートブロックなどの人工素材も活用する。
2) コンクリートブロックには様々な種類があるので、使用する場合にはそれらの有する治水機能、環境機能と災害復旧箇所の河川特性との整合性を十分考慮したうえで、より経済的なものを使用する。
3) 復旧工法を検討する場合、被災延長すべてに同一外力が作用するわけではなく、水衝部と水裏部では、工法を変えるなど外力の変化に応じた復旧工法の選択も、場合によって必要になる。
3. 現地調査と復旧工法の選定
適切な災害復旧工法の選定のために、災害復旧箇所の河川特性および被災原因を把握するための現地調査を行う。
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3.1 河川特性の把握
担当者が現地において、河川の特性、環境特性、周辺状況の調査を行い、その場で災害復旧箇所河川特性整理表（Ａ表）に記入・整理する。
《解 説》
1) 被災原因や外力に対応するとともに、従前あった環境の保全・復元が図られる適切な復旧工法を検討するため、河川特性及び多様な河川環境の把握が必要である。
2) 災害復旧時に迅速な対応がとれるよう、以下に示すような過去の被災履歴、改修状況、生物分布、地域特性等の資料を日頃より収集整理するように努めておく必要がある。
① 河川整備基本方針・河川整備計画、河川環境管理基本計画等の諸計画
② 河川関係資料（平面図、縦断図、横断図、被災履歴、改修状況）
③ 地質図
④ 治水地形分類図
⑤ 航空写真
⑥ 河川水辺の国勢調査
⑦ レッドデータブック
3) 災害発生時には担当者が直接現地に出向き、災害復旧箇所特性整理表（Ａ表）に従い迅速に必要な事項を調査、記入整理する。
4) 現地では、河道、既設構造物、河床材料等の状況を確認するほかハビタットの有無や状況、生物の生息・生育状況を確認する。
5) 現地では、遠くから近くから、いろいろなアングルから場所を変えて川をみる。
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3.2 被災原因の把握
被災箇所や上下流の状況等から被災の原因を把握する。
《解 説》
1) 被災を起こすメカニズムは、
① 河床の局所洗掘等の現象だけでなく、
② そのような現象を生じさせた外力（流速、残留水圧等）とその作用の仕方、
③ そのような外力をもたらす河道状況
の相互に関連する３つの要素から構成される。
2) 護岸の被災原因は力学的な見地から６つに分類される。
① 河床洗掘による被災
護岸基礎周辺の河床の局所洗掘により、基礎部に空洞が発生し、護岸裏の土砂が流出し護岸が被災（この状態で維持されることもある（死に体））するケースが最も多い。
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② 流体力によるブロックの移動・流出
洪水時には個々のブロックに揚力、抗力、重力等が作用する。ブロックは摩擦力で抵抗するが、流体力が大きくなると移動・流出する。一つのブロックが流出すると、周辺のブロックに作用する流体力は増大し、流出範囲が拡大するものである。
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③ 流体力によるめくれ被災
連節ブロックなど、全体がマット状に連結され屈撓性を有した護岸に発生する被災形態である。連節ブロック護岸の端部で適切な処理がなされていない場合、端部のブロックに作用する
流体力は群中のものより大きいので端部からブロックの移動が始まり、下流にその範囲を拡大してめくれるように被災するものである。
④ 吸い出しによる被災
護岸裏法部の土砂が吸い出しを受けて流出し、護岸全体が被災に至るものである。吸い出し現象の発生のメカニズムとしては、洪水時の圧力変動により護岸の隙間から土砂が吸い出されるものや、洪水減水時の残留水圧によるパイピング等があげられる。
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⑥ 天端からの侵食による被災
洪水流が護岸天端を越えるような場合や、低水護岸で高水敷への乗り上げ流れや高水敷からの落ち込み流れの著しいところでは、護岸天端から侵食され、護岸裏を空洞化して護岸の被災を招くものである。
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3.3 復旧工法の考え方
復旧工法の選定にあたっては、現地調査結果を踏まえて被災原因への対応及び従前の河川環境の保全・復元が可能な工法を被災箇所の重要性を考慮して選定する。
《解 説》
1) 現地調査結果等を踏まえて、被災原因に対応し、流水に対する安定を確保しつつ、外力の分布（変化）や背後地の利用状況、被災の規模等を十分勘案し、復旧工法を選定するものとする。結果、上下流や対岸と同じ工法とならない場合もある。
2) 必要以上に河岸を固めたりせず、洗掘による土羽護岸の被災であれば、根を保護する工法を選定し、法面は流速や法勾配等から検討し、法面の安定が確保できる必要最小限の工法とすることで、従前の河川環境を保全・復元することも可能である。
3) 護岸の天端高を決める要素として、DHWL（被災水位）までという事例がほとんどであるが、被災原因及び河川の諸性状、背後地の地盤高等も考慮のうえ、十分検討し必要最小限の高さとすることが望ましい。
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3.4 災害復旧箇所河川特性整理表（Ａ表）の作成
災害復旧工法を立案するため、災害復旧箇所河川特性整理表(Ａ表)を作成する。Ａ表は事前打合せ時、災害査定時に提示する。
《解 説》
1) 災害復旧箇所河川特性整理表（Ａ表）は、現地調査により被災箇所の河川の状況、周辺の状況等の河川特性および被災原因を把握し、災害復旧工法を立案するための基礎となるものである。
2) 作成にあたっては、担当者が現地をよく調査し、必要項目の記入、環境スケッチを行う。なお環境スケッチは手描きとする。
3) Ａ表は現地の河川特性や被災原因が整理され、被災前の自然環境の保全と被災原因の除去を可能とする工法として、適切に選定されていることを明確に示すものでなければならない。
4) Ａ表は申請箇所毎に代表断面について作成し、事前打合せ時、災害査定時には必ず提示する。
また工法変更が伴う場合にはＡ表も修正し、変更協議時に添付すること。
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4. 護岸
4.1 護岸の構造
護岸は、流水による侵食作用等から堤防及び河岸を保護するために設けるもので、その構造は法覆工、基礎工、根固工等からなる。
《解 説》
1) 護岸構造は、被災状況、被災原因、背後地の状況、河川環境、河川の規模、河道状況、断面形状及び設計流速等の外力に加え、経済性、施工性等を総合的に勘案して選定し、必要に応じて法覆工、根固工等の構造物を組み合わせる。
2) 河川特性は原則として現況諸元を用いるものとする。
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4.2 護岸構造選定の考え方
護岸構造の選定①
被災洪水の特性、被災状況及び河道状況を十分考慮し、被災水位以下の流水に対して安全な構造とする。
《解 説》
1) 現地において、被災時の水位（ 痕跡水位）や河床材料、洗掘状況や河道の湾曲等を把握し、設計流速算定表（ Ｂ 表） を利用して施設設計流速を算定する。
2) 被災箇所の河川特性、有堤河川・掘込河川、複断面・単断面及び背後地の土地利用(市街地、農耕地他)等を十分勘案し、被災原因に対応した適切な強度（ 必要最小限）を有する工法で復旧する。特に、有堤河川と堀込河川では、被災した場合の被害の大きさや影響範囲が異なり、また、単断面と複断面では、おのずと河岸に求められる強度が異なってくることが多い。このため、被災箇所の重要度に応じて、それぞれ適切な強度（ 必要最小限） を有する工法で復旧する。
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3) 水衝部と水裏部のように河岸に作用する力が明確に異なる場合においては、一律の構造を選定するのではなく、それぞれ適切な強度を有する構造の護岸を配置する。
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護岸構造の選定②
従前から有している河川環境の保全に配慮する。（原形復旧に努める）
《解 説》
1) 護岸の素材や構造の選定に当たっては、河川本来の姿を念頭にいれ、周辺環境との調和（ なじみ） を考える必要がある。
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3) 災害復旧護岸だけが際立たないような工夫や材料の選択において明度を落して周辺の明度に近づける等の工夫が必要である。
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4.3 設計流速算定表（Ｂ表）の作成
護岸選定のための外力として、護岸近傍に作用する代表流速を用いることとし、設計流速算定表（Ｂ表）に基づいて算定する。Ｂ表は、事前打合せ時、災害査定時に提示する。
《解 説》
1) 護岸選定のための外力として用いる設計流速は、マニングの公式で求めた断面平均流速をもとに、河道法線形、砂州、洗掘等の要因を考慮し補正して求めるものとし、設計流速算定表（ Ｂ 表） に基づいて算定する。
2) Ｂ表は、事前打合せ時、災害査定時に提示できるようにしておく。なおＢ 表は河道形状、規模等に応じて適宜修正して作成してもよい。
3) 粗度係数、設計水位、平均流速、補正係数、最大洗掘深の求め方、及び設計流速の決定についての詳細な解説は、巻末資料「Ⅰ．設計流速の算定に関する参考資料」に示す。
4) Ｂ表により求めた設計流速は絶対的なものではないので、現地精査の状況等も十分勘案し、活用するものとする。
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4.4 法覆工
(1)法覆工の種類と特徴
法覆工の選定にあたっては、構造、使用される素材、外観等は様々であることから、各種工法の特徴を十分に理解しておく必要がある。
《解 説》
1) 法覆工については、被災施設の構造及び作用した外力条件等を究明し、設計に活かされることが重要であり、過去あるいは類似河川での被災事例等を参考に、設置箇所の河道特性に応じて工法を選定できるよう各法覆工の構造的な特徴を理解しておく必要がある。
2) 設計を行う際の参考として、一般的に用いられている法覆工の工法・素材で分類し、その特徴と環境に対する主な特性を示すと、表4.1（1）～(3)のとおりである。
3) 法覆工の種類及び素材・形状等により大きく特性が異なることから、施工完了後においても継続的に追跡調査を行うことが重要である。
【“環境保全型ブロック”という呼称を使用しないことについて】
法覆工の選定にあたっては、現地調査結果を踏まえて被災原因への対応及び従前の河川環境の保全・復元が可能な工法を適切に選定することが基本である。
そのため「平成10 年6 月 基本方針」では、従来のコンクリートブロックと区別して“環境保全型ブロック”という呼称を設けることで、河川環境への配慮の重要性を喚起・浸透を意図した。
この「基本方針」策定以来、災害復旧事業においても、多自然型川づくりを基本とすることとなったところである。
しかしながら、最近の護岸工法の工法申請実施状況を見ると、単に環境を頭に冠した製品を使用さえすれば、河川環境に配慮したことになると誤解している一面が見受けられる。
そこで今回の改定では、コンクリートブロックを選定する場合は、個々の箇所における河川環境の保全・復元の目的を明確にし、その上で、最も適切と思われる工法を選定することを再認識することを意図し、“環境保全型ブロック”という呼称を使用しないこととした。
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(2)法覆工選定の考え方
法覆工は、当該箇所の設計流速等の外力、被災状況、被災原因、河川の規模、河道状況、背後地の状況、河川環境、断面形状に加え、素材の耐久性、経済性、施工性等を総合的に勘案して選定する。
《解 説》
1) 各種法覆工法に対応する設計流速の目安は護岸工法設計流速関係表（Ｃ表）のとおりである。
なお、これらの適用範囲は、現在のところ施工実績等から求めた工法選定上の目安であり、試験等で実証されたものではない。実際の適用に当たっては、それぞれの河川の特性を十分勘案した上で用いること。
2) 適用流速の範囲内にあっても、経年的な変化により素材が劣化し安定性が失われる工法もあるので留意する必要がある。
素材の選定に当たっては、被災の原因、設計外力、周辺環境への配慮、耐久性、維持管理、背後地の状況、河川の規模等を十分に考慮する必要がある。
3) 転石の多い河川や河岸の法勾配に制約がある場合、環境等にも配慮した経済的な護岸とするため、下部を転石に適応した工法とする、あるいは法勾配を立てる工法とする等、いわゆる複合型護岸を採用することも検討する。
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4) Ｃ表は主な工法を紹介したものであり、必要に応じて現地の状況に合った機能的かつ経済的な新工法等を採用することは可能である。この場合の検証方法は、「国土交通省 河川砂防技術基準（案）同解説」や「護岸の力学設計法」（（財）国土開発技術研究センター編 1999.2）等を参考に個別に行う。
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「環境保全型ブロック」等について
　単に「環境保全型ブロック」を用いることが河川環境の保全・復元に配慮したことにはならず、被災箇所の河川特性等を把握したうえ、適切な工法を検討するものとし、コンクリートブロックを用いる場合は、各種タイプのコンクリートブロックが持つ機能効用を十分考慮しタイプを選定する。
　従前「環境保全型ブロック・ポーラスコンクリートの環境に配慮した製品」については、「コンクリートブロック張」の分類に含まれる。
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※環境に対する特性は、以下のような観点に基づいて判断している。
法　面　の　植　生　・・・・・・・法面の植生が容易に回復・維持できるか。
なお、覆土を行うことを基本とする工法にあっては、覆土が適正に維持されているものとした。
水　際　の　植　生　・・・・・・・水際部の植生が容易に回復・維持できるか。
水生生物の生息空間・・・・・・水際部に多孔質な空間が確保できるか。
なお、法先部に寄せ石を行うことを基本とする工法にあっては、寄せ石が適正に維持されているものとした。
1：1.5以上の緩勾配が確保できるか。
横断方向の連続性・・・・・・・・生物が移動しやすい表面構造となっているか。
表面に人工素材が見えていないか。
景 観 へ の 配 慮 ・・・・・・・・・なお、景観については、周辺環境との調和など、個別箇所毎に広い視野に立って判断する必要がある。
※評価が△になっているものについては、残土等により覆土や寄せ石を行うなど、施工上の配慮が必要である。
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「環境保全型ブロック」等について
　単に「環境保全型ブロック」を用いることが河川環境の保全・復元に配慮したことにはならず、被災箇所の河川特性等を把握したうえ、適切な工法を検討するものとし、コンクリートブロックを用いる場合は、各種タイプのコンクリートブロックが持つ機能効用を十分考慮しタイプを選定する。
　従前「環境保全型ブロック・ポーラスコンクリート・連結自然石の環境に配慮した製品」については、コンクリートブロック（空積）（練積）の分類に含まれる。
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※環境に対する特性は、以下のような観点に基づいて判断している。
法　面　の　植　生　・・・・・・・法面の植生が容易に回復・維持できるか。
なお、覆土を行うことを基本とする工法にあっては、覆土が適正に維持されているものとした。
水　際　の　植　生　・・・・・・・水際部の植生が容易に回復・維持できるか。
水生生物の生息空間・・・・・・水際部に多孔質な空間が確保できるか。
なお、法先部に寄せ石を行うことを基本とする工法にあっては、寄せ石が適正に維持されているものとした。
1：1.5以上の緩勾配が確保できるか。
横断方向の連続性・・・・・・・・生物が移動しやすい表面構造となっているか。
表面に人工素材が見えていないか。
景 観 へ の 配 慮 ・・・・・・・・・なお、景観については、周辺環境との調和など、個別箇所毎に広い視野に立って判断する必要がある。
※評価が△になっているものについては、残土等により覆土や寄せ石を行うなど、施工上の配慮が必要である。
4.5 基礎工
護岸の基礎工（法留工）は、洪水による洗掘等を考慮して基礎天端高を設定し、法覆工を安全に支持できる構造とする。基礎部の埋戻しに当たっては、寄せ石等により水際部に変化を持たせるなど、河川環境に配慮する。
《解 説》
1) 護岸の被災事例で最も顕著なものは、洪水時の河床洗掘を契機として基礎工が浮き上がってしまい、基礎工及び法覆工が被災する事例である。
2) 基礎工天端の基本的な考え方は次のとおりである。
① 基礎工の天端高は、一般的に現況最深河床高、又は推定最大洗掘深から0.5～1.5ｍ程度埋め込んでいるが、その深さは河川規模、洗掘状況、流速、水衝部か否か、河床材料、被災原因や上下流の構造物の根入れを考慮して設定する。
② 河床洗掘が大きい場所や局所的に深掘れが想定される場所等で、基礎の根入れのみでは安定が確保されない場所又は、基礎の根入れ長を確保するより経済的となる場合は、根固め工の設置を検討する。
③ 根固工を併設する場合には、上記①にかかわらず根固工の下端に基礎天端高を合わせてもよい。
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3) 基礎部における所定の埋め戻し線以上は、現地発生材を利用した寄せ石等を行うことにより、護岸の基礎部を保護するとともに、水際部に変化を持たせるなど河川環境に配慮する。
4.6 根固工
（1）根固工の種類と特徴
根固工は、洪水時の洗掘を緩和し、基礎工の安定を図るために設置するものであり、単独もしくは法覆工と組合わせて施工する。根固工には種々の素材を用いた工法があることから、各工法の特徴を十分理解しておく必要がある。
《解 説》
1) 護岸の被災原因の多くは、基礎部の洗掘によるものである。根固工は、その地点の流勢を減じ、河床を直接覆うことで急激な洗掘を緩和する目的で設置する。
2) 根固工は流水の作用に対して安全である必要があり、法覆工と同様に各工法の構造的な特徴を理解した上で、そのタイプや配置について検討する。
3) 資源の有効利用や環境保全の観点から、現地発生材や間伐材の活用を積極的に図るものとする。
4) 一般的に用いられる根固工の種類とその特徴を示すと表4.4 のとおりである。
（2）根固工選定の考え方
根固工は、被災状況及び河道特性等に応じて設計流速等の外力に対して安全な構造で魚類等の生息空間などの河川環境に配慮し、施工性、経済性等を総合的に勘案して選定する。
《解 説》
1) 根固工は外力である設計流速に対応するよう「護岸の力学設計法」及び実績等に基づいて設計する。
2) 表4.4 以外の工法であっても設計流速に適応できる合理的な工法については、採用してよい。
3) 根固工は魚類等の隠れ場、餌となるもののたまり場となることから、魚類等にとって格好の生息場所になる。したがって、魚類等の生息に配慮し、根固工上の水深の確保や多孔質な根固めとする等工夫が必要である。
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（3）根固工設置に当たっての留意事項
根固工は、設計流速や局所的な河床洗掘などの河床変動等を考慮し、原則として以下の場合に設置する。
・ 被災原因が洗掘である又は根固工の流失の場合
・ 最深河床が深く護岸基礎の根入れが不経済となる場合
・ 基礎の根入れのみでは必要な安定性が確保できない場合
《解 説》
1) 根固工は、被災原因を十分に把握して適正な箇所に設置するものとし、出水時の急激な河床洗掘による被災箇所や水衝部などの局所的な河床洗掘による災害を受けやすい箇所、及び既設根固工（上・下流を含めて）のある箇所において、現地条件を十分に考慮の上、その必要性を検討して設置するものとする。
2) 根固工の設置に当たっては、淵の保全等、水際部の多様な環境の保全に配慮する。特に小河川の場合には、根固工の河川環境に及ぼす影響が大きいため、十分に注意する必要がある。
3) 根固工の設置高さは、原則として根固工を設置する場所の現況河床高に根固工の上面を合わせるものとするが、設置場所の水深、上下流の河床状況等を考慮してこれによることが適当でない場合は、この限りではない。
また、根固工の横断勾配は、河床状況に応じて設定する。なお、既設の根固工がある場合には、原則として既設根固工の高さを考慮して設置する。
[image: image35.jpg]4 RELOREBEE<T 5 LMOER
RREBhIZ D

HELET B L
TR B ED
hs

O

RELORER, REOHORS 21
RafomeLTs





4) 根固工の施工は水面下施工が前提であるが、水面上となる場合には、間詰めを行う等により水際環境の保全に配慮する。
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5) 木材等を用いる場合には、極力間伐材を利用するものとする。なお、間伐材の利用にあたっては杭径等の規格を必要以上に設定しない。（例φ100～150）
4.7 天端工・天端保護工・小口止め工・すり付け工等
天端工、天端保護工は法覆工の天端の保護を目的として設置し、すり付け工は上下流のすり付け部の侵食防止を目的として設置する。
《解 説》
1) 護岸工の設置箇所の地形、上下流施設との関係、土質等により、必要に応じて天端工・天端保護工、小口止め工、吸い出し防止材、裏込め材、すりつけ工等の付属工を適切に設置する必要がある。
2) 付属工の設計が不適切な場合には、天端や上下流からの侵食、背後からの吸い出しを契機として護岸の被災につながる事例が多く見られる。
3) また付属工についても、景観に関する配慮・工夫を行うことが重要であり、以下にいくつかの事例を示す。
・ 石積工や半割ブロック積工の場合、横帯・小口止めにコンクリートがむき出しになっていることは非常に印象が悪い景観を呈することになるので、表面の処理を合わせて、横帯・小口止めの存在がわからないように工夫する。
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4) 天端工の施工にあたっては、覆土等をあわせて実施し、景観及び植生等に配慮する。
4.8 覆土・寄せ石
工事によって発生した残土は覆土等に利活用するものとし、植生の回復を図る。また水際部においても現地発生材等を利用した寄せ石等を行う。
《解 説》
1) 覆土は、護岸等の施設の上に土壌を確保し、天然河岸と同様に植生が生育しやすいような条件を整えることにより、河川環境の保全を図るものである。また、植生の繁茂によって景観や親水性が向上し、「川らしさの復元」に効果がある。
2) 災害復旧で行う覆土は、植生の早期復元を図るために土を散布する程度のものであり、設計として護岸強度を増加させるものではないので、締固めは必要としない。
3) 覆土や寄せ石の材料は現地発生材を仮置きして利用するものとし、特に覆土材は現地で採取した表土を活用することで、元の状態に近い状態で早期に植生の回復が期待できる。
4) 覆土ができない構造の護岸の場合は、現地の状況に合わせて水際部の寄せ石、天端部の覆土を行うことが望ましい。
5) 水際部には、覆土の流出を防止するため、また、多孔質な空間を確保するため、必要に応じて寄せ石を行う。その際には、対象となる生物に対して適切な大きさの空間を確保できないと効果が少なくなることに留意すること。
6) 連節ブロック等のめくれが弱点となる護岸では、ある程度の層厚を確保して、覆土の締固めを行う隠し護岸タイプを検討する。
4.9 根継工
根継工は、河床洗掘、河床低下に伴い既設護岸の基礎部分が露出したり、被災した場合に基礎部を保護するために設置するものであるが、施工する場合は、河川環境に十分配慮して実施する。
《解 説》
1) 護岸の基礎部分が被災した場合は、吸い出し、洗掘等で護岸全体が被災している可能性も高いので、十分調査し適用すること。また小河川においては、帯工、床固工等が有利な場合もあるので留意する。
2) 根継工は、治水上流下断面に支障を与えないもので、かつ施工時に既設護岸の増破や緩みを生じさせない安全な構造とする。
3) 河積に余裕がある場合の根継工の構造としては、大別して腰掛型と矢板型があるが、これらは水際部の河川環境上の多様性を保全する上で望ましくないことから、やむを得ず施工する場合には、寄せ石、盛土等により水際部に変化を持たせるなど、河川環境にも配慮する。
4) 河積に余裕のない場合には、一法型が考えられるが、この場合、床掘中に既設護岸が崩落する等の二次災害を誘発する恐れもあるので、基礎部の土質が良好で既設護岸が堅固な場合に限るなど、慎重な検討が必要である。
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5. 水制
河岸侵食防止を図る手法としては、法覆工、根固工を用いる事例が多いが、川幅が広い河川で流水の方向を変えることにより河岸の侵食防止を期待できる場合には、水制の設置についても検討する。
《解 説》
1) 水制の効用として、以下の項目があげられるが適用にあたっては、河川の規模や勾配等、適用条件を十分調査し、活用することが望ましい。
① 水制付近に土砂の堆積を生じさせることが多く、流速減少の効果が期待できる。
② 水の流れを変える、河岸に多様な水際線や良好な河川景観を創出する、洪水時には魚の避難場所を提供するなど、河川環境の保全・復元に役立つ多彩な機能がある。
③ 護岸基礎の洗掘が広い範囲にわたって想定され、根固工・護床工を広範囲に敷設する必要がある場合には、水制を数基設置することで経済的になり、かつ瀬や淵などを保全することが可能になることも考えられる。
2) 事例調査では、川幅（HWL 幅）25ｍ以上の河川で水制が設置されており、次頁に示す事例は河床幅約30ｍの河川である。
3) 川幅の小さい河川では、水制の設置により河床洗掘、河岸侵食を助長する恐れがあるため、その適用に当たっては当該河川及び類似河川の実績等を十分勘案して判断する必要がある。
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6. 床止め
床止めを設置する場合には、河川上下流の連続性確保の観点から魚類等の遡上・降下等の河川環境に支障とならないような構造とする。また、周辺環境との調和に配慮する。
《解 説》
1) 河川の縦断形は、もともとの川の河床の縦断形を参考とし、魚類の遡上・降下等の支障のないよう設定することが基本である。
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7. 河畔林など
河畔林や河畔の樹木はできるだけ保全する。
《解 説》
1) 河畔林は、河岸付近の洪水時の流速を低下させると同時に、根が土を緊縛する働きをするため、河岸を保護する機能を有している。
2) 河道内の河畔林を保全する場合には洪水の流下能力を確保することとし、必要に応じて水理計算等によりチェックする。「河川における樹木管理の手引き」（（財）リバーフロント整備センター編、1999.9）を参照のこと。
3) 樹木が施工区域の河岸にある場合、治水上問題なければ、できるだけ残存させ、それを踏まえた護岸の設計を行う。
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8. 施工及びフォローアップ
8.1 施工時の留意点
施工にあたっては、河川環境に及ぼす影響を最小限に留めるよう配慮する。
《解 説》
1) 緊急を要する災害復旧といえども、河川環境に及ぼす影響を最小限に留めるよう施工時の配慮が必要である。たとえば、施工時期によっては、魚の遡上・産卵、動植物の繁殖、発芽等に注意して施工する必要がある。
2) 現地で採取した表土を法面の覆土材として活用することで、元の状態に近い状態で早期に植生の回復が期待できる。
3) 工事後にきれいに河床を平坦に仕上げるのではなく、床堀残土や河床材を護岸基礎部に寄せる等の配慮が必要である。
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4) 河川環境に及ぼす影響を考慮した設計者の意図を確実に施工者に伝えることが重要である。
8.2 施工上の工夫点
施工時に見た目や利用性等の向上が図れる工夫を積極的に行うこと。
考えられるいくつかのアイデア例を以下に示す。
1) 天端工の覆土等が困難な場合や人の立入りがある場合には、天端コンクリートや法枠の枠内について、これまでのこて仕上げが行われていたため、表面がつるつるしていたが、「ほうき仕上げ」、「砂利の散布」等を行うことによりコンクリートの無機質・単調さが緩和され見た目の向上が図られるとともに、すべり止めの機能を発揮し、利用面において安全性の向上効果が期待できる。
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8.3 フォローアップ
災害復旧施設の設置後も、これらの施設が時間の経過や洪水等の作用により、どのように変化しているか巡視などで現地の状況を確認するものとする。
《解 説》
1） 水辺の多様な形態は、出水等を経験しつつ、長い年月をかけて自然の営力によって形成されるものである。したがって、災害復旧事業完了後においても、巡視などモニタリングにて現地の状況を確認し、当初の目的が達成されているかどうかを把握する。
現地確認により得られた知見等を活かし、当該箇所の維持管理の充実を図るとともに、今後の復旧工法の選定や施工時の配慮事項としてフィードバックすることが重要である。
《解 説》
1) 今後の復旧工法の選定や施工時の配慮として反映させる事項としては、例えば下記のようなものが挙げられる。
① 素材の耐久性
② 洪水時の流水に対する安全性
③ 護岸工法選定の妥当性
④ 根固工、水制工等の効果
⑤ 動植物の生息・生育環境の保全（水際部等）
⑥ 地域景観との調和
9. 復旧工法の総合チェック
復旧工法の検討内容全般について総合的なチェックを行う。
《解 説》
1) 復旧工法に関する検討内容を治水面、環境面、維持管理面から総合的にチェックし、必要に応じて再度復旧工法を検討する。
	復旧工法の総合チェックシート

	１）現地調査と被災原因の把握
□ 現地調査に行ったか
□ 被災原因の把握
□ 被災箇所の河川の状況および物理的特性の把握
□ 被災箇所の河川環境の把握
□ 被災箇所の利用状況の把握
□ 背後地状況の把握
□ Ａ表の作成
２）復旧工法の選定
□ 被災原因への対応
□ 従前の河川環境
□ 従前のフォローアップ結果を活かしているか
□ その他、設計、施工上の留意点
３）構造物の安全性
□ Ｂ表の作成
□ 設計流速、最大洗掘深、土圧・水圧、転石等の把握
□ 背後地の施設への配慮
□ 法覆工は設計流速に対して安全な工種が選定されているか
□ 過剰な復旧工法になっていないか
□ 既存河岸との取り付け
４）環境への配慮
□ 間伐材や在材等の活用
□ 貴重種や特記すべき動植物への配慮
□ 瀬・淵の確保
５）施工管理
□ 施工時期
□ 表土の採取、保管、転用
□ 水際部の変化
□ 施工上の工夫
６）コスト縮減
□ コスト縮減に配慮しているか
７）維持管理
□ 維持管理が適切にできる構造となっているか


